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「令和３年度ものづくり中小企業者基礎調査報告書」の概要 

 

Ⅰ 調査の概要 

 

 

Ⅱ 企業の規模 

（１）資本金又は出資金の額と従業者の数 （設問４）＜単数回答＞、（設問 5）＜記述回答＞ 

ア 資本金又は出資金の額は「1,000 万円以上 3,000 万円未満」（29.6%）の企業が最も多く、  

「3,000 万円未満」の企業が全体の 83.6%を占めています。 

イ 従業者の数は、「従業員数 4～9 人」（21.2%）を中心に「20 名未満」の企業が全体の 60.8%を    

占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

      図１ 資本金又は出資金額              図２ 従業者数 

○調査目的 事業者等の業況および雇用の現状・課題、将来の経営意向等について把握する 

○調査対象 豊田市内に本社・本店機能を有する中小製造業事業者 

○抽出方法 

及び条件 

総務省統計局・事業所母集団データベース「令和元年次フレーム」より、所在地が豊田市

にあり、以下、（ⅰ）又は（ⅱ）に該当する中小企業を抽出 

（ⅰ）事業所業種が「製造業」 

（ⅱ）事業所業種が「L学術研究、専門・技術サービス業」かつ本社業種が製造業 

○調査方法 調査票を郵送配布し、郵送・FAX・メールにより回収 

○実施期間 2021 年（令和 3 年）7 月 8 日から7 月 31 日 

○調査時点 2021 年（令和 3 年）4 月 1 日時点 

※「Ⅻ新型コロナウイルス感染症の影響について」は回答時点 

○回収結果 回答率 24.9%（回答数 311 者／抽出数1,251 者） 

○調査項目 「事業者の概要」「事業の現状」「今後の経営方針」「新たな事業展開への取組」 

  
「人材育成」「雇用・採用」「働き方改革」「事業所等の新増築または設備投資」「カーボンニュー

トラル」「産業振興施策の利用状況」「新型コロナウイルス感染症の影響」 

○留意点 令和３年度（令和元年度以降）調査では、総務省データベースを利用した調査となり、小規模な

事業者の回答割合が増えたため、平成３０年度調査（「図 17-1 中核を担う人材の育成状況」・

「17-2   中核を担う人材の育成を実施しない理由」・「図18 人員の過不足感」・「図20 採用に

おける問題」・「図32 今後、市に期待する支援施策」）の値と一概には比較できない。 

100万円未満

17.0%

100万円以上
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22.5%
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1.3% 無回答

1.6%

N=311

1～3人

22.2%
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21.2%

10～19人

17.4%

20～29人

9.6%

30～49人
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7.4%
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7.1%
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2.6%
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1.6%
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0.3%
無回答
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N=311

資料１ 
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Ⅲ 事業の現状 

（１）業績の推移と売上高に占める実施事業の割合 （設問 6）＜単数回答＞、（設問 10）＜記述回答＞ 

ア 「受注単価」については、横ばい、減少の回答が大半を占めています。「受注量」、「営業利益」につ

いては、減少の回答が約半分を占めています。なお、前回調査時と回答割合を比較すると、「受注単

価」「受注量」、「営業利益」の全てにおいて、「減少」の回答割合が大きく減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 前期からの業績の推移（R３調査）       図３－２ 前期からの業績の推移（R２調査） 

 

 

イ 売上高に占める事業について、「80%以上が自動車関連事業」である企業は 68.3%であり、    

このうち「100％自動車関連事業」である企業は48.3%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 自動車関連事業の割合 
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（２）自社の強みと弱み （設問 9）＜3 つまで選択＞ 

ア 自社の強みについては、「短納期」（48.1%）、「加工精度・製造技術力」（45.9%）、「品質管理」（39.6%）

などが回答されています。 

イ 自社の弱みについては、「人材育成・確保」（54.6%）、「販路・市場開拓など営業力」（36.6%）、   

「価格競争力」（22.5%）などが回答されています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

図５ 自社の強みと弱み 

 

（３）製造現場における IoT 導入状況 （設問 20）＜複数回答＞ 

 ア 「導入していない」（74.6％）が大半を占めており、IoT 導入状況はまだ進んでいません。導入に   

向けた課題については、「専門知識を持つ人材の不足」（27.2%）、「設備投資資金の不足」（24.7%）

などの回答が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－１ 製造現場における IoT導入状況  図６－２ 製造現場における IoT 導入に向けた課題 

 

Ⅳ 今後の経営方針 

（１）３～５年先の事業の見通し 

 （設問 24）＜複数回答＞ 

ア 「現在の事業規模を維持」（62.9%）、 

「事業規模の拡大」（18.9％）と事業を 

継続・拡大する企業が81.8%となっている一方、 

「休業または廃業」（13.2%）「事業規模の縮小」 

（11.9%）、など事業の縮小や休業・廃業を 

する企業が 25.1%となっています。             

 

図７ ３～５年先の事業の見通し 
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有効回答数：
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18.9%

62.9%

11.9%

2.6%
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有効回答数：
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（２）今後 3 年間に力を入れていく取組 （設問 25）＜3 つまで選択＞ 

ア 「人材の育成」（33.8%）、「人材の採用」（31.3%）、「生産効率の向上」（23.8%）、「取引先との関

係強化」（22.8%）などが回答されています。なお、前回調査においては、「人材の育成」（28.4％）、

「生産能力の増強」（27.1％）、「生産効率の向上」（26.2%）が多く回答されていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 今後３年間に力を入れていく取組 

 

（３）事業承継とその課題 （設問 26）＜単数回答＞、（設問 27）＜複数回答＞ 

ア 事業承継の状況について、「後継者は既に決定している」（28.6％）、「事業承継済み」（10.0％）と   

約４割の企業が後継者を決定している一方、「事業承継の必要があるが後継者については未定」

（21.9%）、「未定・わからない」（22.5%）と回答した企業が44.4%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 事業承継 
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未定・わからない

22.5%

無回答

2.9%

親族

21.9%

親族以外

3.5%

無回答

3.2%

後継者は既に決
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イ 事業承継の課題は、「特にない」

（36.6％）が最も多く選択されて

おり、次いで、「後継者が育って

いない」（19.0%）、「後継させた

い人材がいない」（15.8％）、「株

式等の資産の承継」（13.6％）な

どとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 事業承継の課題 

 

 

Ⅴ 新たな事業展開への取組 

（１） 現在の取組状況 

（設問 28）＜3 つまで選択＞ 

ア 新たな事業展開に「取り組んでいる」企業が全体の 52.1%となっている一方、「必要性は感じるが

取り組んでいない」と回答した企業は21.9%となっています。 

イ 取り組んでいると回答したうちの取組内容の割合は、「保有技術の高度化」（48.1％）、「既存製品の

新規の販路開拓」（40.1％）、「新技術の導入」（37.0％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 取組状況                   図１２ 取組内容 

 

 

 

 

取り組んでいる

52.1%

必要性は感じるが

取組をしていない

21.9%

必要ない

19.3%

無回答

6.8%

有効回答数：

N=311

48.1%

37.0%

30.2%

40.1%

28.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

保有技術の高度化

新技術の導入

既存分野での新製品の開発・提案

既存製品の新規の販路開拓

新分野での事業開発・展開
有効回答数：

N=162

15.8%

19.0%

5.0%

4.3%

8.6%

13.3%

13.6%

7.9%

7.9%

9.3%

2.2%

5.7%

0.7%

36.6%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40%

後継させたい人材がいない

後継者が育っていない

後継させたい本人が未承諾

適切な時期が分からない

経営理念の承継

技能の承継

株式等の資産の承継

関係先との関係維持

親族間の相続

相続税等の負担

社内の理解

知識不足

相談先が分からない

特にない

その他

有効回答数：

N=279
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（２）新技術・新製品開発、販路開拓における問題 （設問 29、30）＜3 つまで選択＞ 

ア 新技術・新製品開発について、約６割の企業が問題を抱えており、具体的な問題の内容は、「開発で

きる人材がいない」（54.0%）、「開発の資金がない」（45.5%）と回答した企業が多く、次いで、   

「開発する時間がない」（31.0%）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３－１ 新技術等開発の状況           図１３－２ 新技術等開発における問題 

 

 

イ 販路開拓について、半数を超える企業が問題を抱えており、具体的な問題の内容は、「販路開拓する

人材が不足」（56.1%）と回答した企業が最も多く、次いで「販路開拓しているが取引につながらな

い」（33.5％）、「販路開拓の方法がわからない」（25.6％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４－１ 販路開拓の状況              図１４－２ 販路開拓の問題 

 

 

 

 

問題あり

53.8%

問題なし

33.4%

無回答

12.8%

有効回答数：

N=305

問題あり

61.3%

問題なし

26.6%

無回答

12.1%

有効回答数：

N=305

24.1%

18.2%

54.0%

45.5%

31.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

取り組むテーマが決められない

開発の進め方がわからない

開発できる人材がいない

開発の資金がない

開発する時間がない
有効回答数：

N=187

25.6%

56.1%

21.3%

19.5%

33.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

販路開拓の方法がわからない

販路開拓する人材が不足

販路開拓の資金がない

販路開拓する時間がない

販路開拓しているが取引につながらない

有効回答数：

N=164
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（３）今後注力したい領域 （設問 32）＜3 つまで選択＞ 

ア 今後注力したい領域について、「特になし」と回答した企業が最も多く、次いで「次世代自動車（EV・

FCV・PHV）」が、「取組実施中」（23.4%）、「検討・計画中」（16.9%）と回答されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１５－１ 今後注力したい領域（取組実施中） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１５－２ 今後注力したい領域（検討・計画中） 

 

23.4%

5.2%

0.9%

1.7%

0.9%

1.3%

2.6%

6.1%

3.9%
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6.1%

5.6%

3.0%

2.2%

4.3%

1.3%

59.3%
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自動運転技術

MaaS

航空宇宙

鉄道（リニア関連）

ドローン

空飛ぶクルマ

再生可能エネルギー

燃料電池・全固体電池

高度部材・素材

次世代ロボット

AI・IoT

医療・ヘルスケア

飲食料品

農業関係

その他

特になし

有効回答数：

N=231
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5.0%

2.5%

9.5%

3.5%

8.0%

4.5%

9.0%

6.5%

4.5%

10.0%

1.0%

53.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

次世代自動車（EV・FCV・PHV）

自動運転技術

MaaS

航空宇宙

鉄道（リニア関連）
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再生可能エネルギー

燃料電池・全固体電池

高度部材・素材

次世代ロボット

AI・IoT

医療・ヘルスケア

飲食料品

農業関係

その他

特になし

有効回答数：

N=201



－８－ 

 

イ 取組上の課題は、「必要人材の確保」（50.3%）、「知識・ノウハウ不足」（45.1%）、「必要資金の 

確保・調達」（36.3%）などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６ 今後注力したい領域に係る取組上の課題 

 

 

Ⅵ 人材育成の現状 

（１）中核を担う人材の育成状況 （設問 33）＜単数回答＞ 

ア 中核を担う人材の育成状況について、「実施している」と回答した企業が 31.8%であり、43.7%の

企業は「必要性は感じているが、実施していない」と回答しています。実施しない理由は、「時間の   

余裕がない」（28.3%）、「人材育成のノウハウ（人材）がない」（20.9%）などとなっています。 

なお、前回調査においては、「実施している」と回答した企業が 34.8％であり、38.9％の企業が   

「必要性は感じているが、実施していない」と回答していました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１７－１ 中核を担う人材の育成状況    図１７－２ 中核を担う人材の育成を実施しない理由 

 

36.3%

45.1%

50.3%

13.0%

1.0%

33.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

必要資金の確保・調達

知識・ノウハウ不足

必要人材の確保

研究・開発時間の確保

その他

特になし

有効回答数：

N=193

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

時間の余裕がない 予算がない 研修の情報がない 人材育成のノウハウ

（人材）がない

無回答

R3 (N=191) R2 (N=149) H31/R1 (N=152) H30 (N=99)

注：平成３０年度以降は単数回答、２９年度は

複数回答、２８年度以前は設問なし

Ｎ：有効回答数

31.8%

34.8%

27.8%

37.7%

43.7%

38.9%

40.2%

46.7%

17.7%

19.0%

14.6%

10.8%

6.8%

7.3%

17.5%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R3

(N=311)

R2

(N=342)

H31/R1

(N=378)

H30

(N=212)

実施している 必要性は感じているが、実施していない 必要がない 無回答



－９－ 

Ⅶ 雇用・採用の現状 

（１）人員の過不足感、最近 3 年間の採用状況及び採用における問題 （設問 37、40）＜単数回答＞、    

（設問 42）＜３つまで選択＞ 

ア 人員の過不足感について、今回調査においては、「かなり不足」（7.7%）、「やや不足」（39.9％）と

不足と回答した企業の割合は、47.6％となっています。前回調査では、「かなり不足」（7.3%）、  

 「やや不足」（28.9％）と回答していました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１８ 人員の過不足感 

 

 

イ 最近３年間の採用状況について、新卒採用は、「募集していない」（56.9%）が最も多く、次いで  

「採用している」（22.5%）、「募集しているが、採用できていない」（12.5%）となっています。 

中途採用は、「採用している」（41.2%）が最も多く、次いで、「募集していない」（38.9%）、「募集

しているが、採用できていない」（12.5%）となっています。なお、前回調査で、「募集していない」

と回答した企業は、新卒採用においては 61.4％、中途採用においては 37.7％となっていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１９－１  最近 3 年間の採用状況（R３調査）   図１９－２ 最近 3 年間の採用状況（R２調査） 

 

 

採用している

22.5%

採用している

41.2%

募集しているが、

採用できていない

12.5%
募集しているが、

採用できていない

12.5%

募集していない

56.9%

募集していない

38.9%

無回答

8.0%

無回答

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

最近３年間の新卒採用

最近３年間の中途採用

N=３１１

7.7%

7.3%

11.1%

18.4%

39.9%

28.9%

39.4%

48.6%

37.3%

46.8%

30.2%

26.4%

5.5%

6.7%

4.5%

4.2%

1.0%

0.9%

0.5%

8.7%

9.4%

14.3%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R3

(N=311)

R2

(N=342)

H31/R1

(N=378)

H30

(N=212)

かなり不足 やや不足 適当 やや過剰 かなり過剰 無回答

採用している

22.5%

採用している

41.2%

募集しているが、

採用できていない

12.5%
募集しているが、

採用できていない

12.5%

募集していない

56.9%

募集していない

38.9%

無回答

8.0%

無回答

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

最近３年間の新卒採用

最近３年間の中途採用

N=３１１

採用している

19.6%

採用している

42.4%

募集しているが、

採用できていない

10.2%
募集しているが、

採用できていない

11.7%

募集していない

61.4%

募集していない

37.7%

無回答

8.8%

無回答

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新卒採用

中途採用

N=３４２



－１０－ 

ウ 採用における問題として、「時間をかけても必要な人材が採用できない」（33.7%）が最も多く、次

いで「採用しても離職してします」（28.0%）、「経営の見通しから使用に踏み切れない」（28.0%）、

となっています。なお、前回調査においては、「経営の見通しから採用に踏み切れない」（33.2%）

が最も多く、次いで「採用活動に費用をかけられない」（30.9％）、「時間をかけても必要な人材が採

用できない」（30.1％）となっていました。                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２０ 採用における問題 

 

（２）外国人の採用にあたっての課題 

 （設問 41）＜複数回答＞ 

ア 「求める日本語能力がない」（28.8%）、「雇用の継続性の不安」（25.3%）、「フォロー、教育が    

難しい」（24.2%）などが選択されており、外国人とのコミュニケーションに不安を感じている   

ことが見受けられます。なお、約３割の企業は、「外国人の採用はしない」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２１ 外国人採用にあたっての課題 

28.8%

13.0%

13.7%

24.2%

9.5%

7.7%

6.3%

6.7%

25.3%

1.1%

18.6%

30.2%

0% 10% 20% 30% 40%

求める日本語能力がない

優秀な人材が見つからない

文化、宗教の違いが不安

フォロー、教育が難しい

職種に制限がある

任せられる職種が少ない

任せたい職種に免許、資格が必要

在留資格や在留ビザのことがわからない

雇用の継続性に不安

その他

特にない

外国人の採用はしない

有効回答数：

N=285

0%

10%

20%

30%

40%

採用活動に時間を

かけられない

時間をかけても必

要な人材が採用で

きない

採用活動に費用を

かけられない

採用しても離職し

てしまう

経営の見通しから

採用に踏み切れな

い

採用活動の方法が

わからない

その他

R3 (N=243) R2 (N=256) H31/R1 (N=279)Ｎ：有効回答数



－１１－ 

Ⅷ 働き方改革 

（１）「働き方改革」に取り組むうえでの課題 （設問 46）＜複数回答＞ 

ア 「人員不足」（33.6％）、「特定社員への業務集中」（29.6%）、「短納期への対応」（25.5%）などと

なっています。なお、26.3％の企業は「課題はない」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２２ 「働き方改革」に取り組むうえでの課題 

  

 

（2）在宅勤務・テレワークの導入、希望に応じた勤務時間の柔軟化 （設問 48、51）＜単数回答＞ 

ア 在宅勤務・テレワークの導入については、約７割が「実施したことがない」と回答しています。 

イ 勤務時間の柔軟化については、約半数が「実施していない」と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２３ 在宅勤務・テレワークの導入         図２４ 勤務時間の柔軟化 

 

33.6%

13.9%

13.5%

19.3%

25.5%

29.6%

8.8%

15.0%

5.1%

0.4%

8.4%

1.8%

26.3%

0% 10% 20% 30% 40%

人員不足

処遇改善のための原資不足

対応のための時間不足

業務の繁閑差が激しい

短納期への対応

特定社員への業務集中

商習慣等の構造的問題

社内風土・文化の改善

必要な情報の不足

相談窓口が分からない

対応する人材がいない、確保できない

その他

課題はない

有効回答数：N=274

制度があり実施している

4.2%

制度はないが実

施している

7.7%

実施したことがあるが、

今は実施していない

4.2%

実施したことがない

73.3%

無回答

10.6%

N=311

制度があり実施している

9.0%

制度はないが

実施している

30.2%
実施していない

49.2%

無回答

11.6%

N=311



－１２－ 

（3）デジタル化に係る取組について、デジタル化に取り組むうえでの課題 （設問 53）＜単数回答＞ 

（設問 54）＜複数回答＞ 

ア デジタル化に係る取組については、約半数が「特に進めていない」と回答しています。 

イ デジタル化に取り組むうえでの課題については、「取り組むための人材がいない」（37.8％）、「予算

がない」（35.2％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２５ デジタル化に係る取組について       図２６ デジタル化に取り組むうえでの課題 

 

 

Ⅸ 事業所等の新増築または設備投資の動向 

（１）事業所等の新増築または設備投資の予定、立地選定に際し重要視する条件（設問56）＜単数回答＞ 

  （設問５８）＜複数回答＞ 

ア 事業所の新増築または設備投資の予定については、「事業所等の新増築の予定がある」（5.5％）、「設

備投資の予定がある」（9.3％）、「事業所等及び設備投資の予定がある」（7.4％）となっており、約

２割の企業が何らかの投資を予定していることが見受けられます。 

イ 立地選定に際し重要視する条件については、「土地の価格」（55.2％）が最も多く回答され、次いで

「自社施設との距離」（50.0％）、「取引先との距離」（48.5％）と回答しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２７ 豊田市内での事業所等の新増築または設備投資の予定       図２８ 立地選定に際し重要視する条件 
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予定がある

5.5%
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事業所等及び設備投資の
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7.4%

予定はない

69.1%

無回答

8.7%

N=311

順調に推進で

きている

5.8%

順次進めてい

るが、不十分

である

28.9%

検討しているが、

ほぼ手つかず

7.4%

特に進めていない

44.1%

無回答

13.8%

N=311

12.9％

35.2％

18.9％

37.8％

23.2％

6.4％

0% 10% 20% 30% 40%

情報がない

予算がない

取り組み方が分からない

取り組むための人材がない

課題はない

その他

有効回答数

N=233

50.0%

48.5%

16.4%

55.2%

19.4%

23.9%

26.9%

13.4%

8.2%

3.7%

0.7%

17.2%

12.7%

20.1%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自社施設との距離

取引先との距離

高速道路等のインフラの充実

土地の価格

土地が確保しやすいこと

労働力が確保しやすいこと

土地・建物の賃貸料

空き工場が利用できること

原材料が調達しやすいこと

関連産業の集積

産学官連携体制の充実

従業員の住環境

地盤・水源・気候等の自然…

補助金・助成制度の充実

その他

有効回答数：

N=134



－１３－ 

Ⅹ カーボンニュートラル 

（１）カーボンニュートラルに係る取組について、カーボンニュートラルに取り組むうえでの課題 

（設問 60）＜単数回答＞（設問 61）＜複数回答＞ 

ア カーボンニュートラルに係る取組については、「取組む必要性はあるが実施していない」（32.5％）

が最も多く、約 3 割の企業が何らかの課題により取組を実施していないことが見受けられます。 

イ カーボンニュートラルに取り組むうえでの課題は、「予算がない」（43.0％）が最も多く、次いで「取

り組み方が分からない」（41.4％）、「取り組むための人材がない」（32.8％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２９ カーボンニュートラルに係る取組について     図３０ カーボンニュートラルに組むうえでの課題 

 

 

Ⅺ 産業振興施策の利用状況 

（１）豊田市の産業振興施策の利用 （設問 63）＜単数回答＞ 

ア 今までに施策を「利用したことがある」と 20.6%が回答しており、71.4%が「利用したことが   

ない」となっています。利用したことがない理由は、「必要ない」（29.3%）が最も多く、次いで   

「利用できるかわからない」（24.3%）、「施策の情報がない」（18.0%）となっています。 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３１－１ 産業振興施策の利用状況       図３１－２ 産業振興施策を利用したことがない理由 
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無回答

11.6%

N=311

25.0%

43.0%

41.4%

32.8%

14.8%
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情報がない

予算がない

取り組み方が分からない

取り組むための人材がない

課題はない

その他

有効回答数：

N=128
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41.4%
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14.8%

1.6%
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情報がない

予算がない
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課題はない

その他

有効回答数：

N=128



－１４－ 

（２）今後、市に期待する支援施策 （設問 64）＜複数回答＞ 

ア 今後、市に期待する支援施策について、「設備投資の支援」（47.9%）が最も多く、次いで「人材育

成・確保の支援」（30.6％）となっています。前回調査においては、回答が多い順で、「設備投資の支

援」（51.7%）、「人材育成・確保の支援」（33.1％）、「販路開拓の支援」（22.5％）となっていました。

なお、「新製品・新技術開発の支援」（22.7％）、「省エネルギー化の支援」（14.0％）については、前

回・前々回調査と比較し増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３２ 今後、市に期待する支援施策 

 

Ⅻ 新型コロナウイルス感染症の影響 

（１）売上への影響 （設問 66）＜単数回答＞＜記述回答＞ 

ア 新型コロナウイルス感染症の売上への影響について、約８割の企業が「影響あり」と回答していま

す。なお、前回調査と比較し約 1 割減少しています。 

イ 「最も影響が大きかった（見込まれる）月」については、令和 2 年５月（37.7％）と回答した企

業が最も多く、次いで令和２年 6 月（13.0％）、令和２年 4 月（6.3％）及び令和３年６月（6.3％）

となっています。 

ウ 「最も影響が大きかった（見込まれる）月の前年同月比」は、「▲50%以上▲75%未満」（49.5%）

と回答した企業が最も多く、次いで「▲25%以上▲50%未満」（29.3%）、「▲75%以上」（10.6%）

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３３ 新型コロナの売上への影響          図３５ 最も影響が大きかった（見込まれる）月の前年同月比 
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の交流・

連携支援

その他

R3 (N=242) R2 (N=263) H31/R1 (N=287)
Ｎ：有効回答数



－１５－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３４ 最も影響が大きかった（見込まれる）月 

 

（２）操業調整の状況 （設問 67）＜単数回答＞ 

ア 工場の操業について、「全てを一定期間停止」（6.4%）、「一部を一定期間停止」（25.4%）と約３割

強の企業が操業調整を行ったと回答しています。なお、前回調査時は、「全てを一定期間停止」

（12.9%）、「一部を一定期間停止」（34.2%）と約半数の企業が操業調整を行ったと回答していまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３６ 操業調整の状況 

 

 

 

 

 

工場の操業の全て

を一定期間停止

6.4%

工場の操業の全て

を一定期間停止

12.9%

工場の操業の一部

を一定期間停止

25.4%

工場の操業の一部

を一定期間停止

34.2%

操業調整を実施していない

47.9%

操業調整を実施していない

37.1%

その他

5.5%

その他

6.4%

無回答

14.8%

無回答

9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

（R3）

前回調査

（R2）

N=311

1.9%

0.0%

6.3%

37.7%

13.0%

2.4%

4.3%

1.0%

2.9%

1.4%

3.4% 3.4% 3.9%

2.4%

4.3%

2.4%

6.3%

0.5% 1.0% 1.0%
0.0% 0.0% 0.5%

0%

10%

20%

30%

40%

R2.2 R2.3 R2.4 R2.5 R2.6 R2.7 R2.8 R2.9 R2.10 R2.11 R2.12 R3.1 R3.2 R3.3 R3.4 R3.5 R3.6 R3.7 R3.8 R3.9 R3.10 R3.11 R3.12

有効回答数：

N=207



－１６－ 

（３）雇用の調整状況、雇用調整助成金の活用状況 （設問 68）＜複数回答＞、（設問 69）＜単数回答＞ 

ア 雇用の調整状況について、「一時休業（一時帰休）」（27.2%）、「残業規制」（18.3%）と回答     

されている一方、約半数の企業が「実施していない、実施予定がない」と回答しています。 

イ 雇用調整助成金の活用状況について、「申請済み」（38.6%）、「申請予定」（1.9%）と約半数となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３７ 雇用の調整状況           図３８ 雇用調整助成金の活用状況 

 

 

（４）新型コロナウイルス感染症を契機に操業環境に生じた変化等 （設問 70）＜自由記載＞ 

ア 「部品が入らない」「受注が減少」「コロナ以前にあった仕事がいまだ元に戻らない。売り上げが減

少し厳しい経営が続いている」など、依然として、売上や受注の減少を不安視する声がありました。 

イ 「非正規労働者を減らした」「社内マスクの義務、机間にパーテーションの配置、常時換気扇の利

用、空気清浄機の配置、毎日消毒清掃実施」「客先に出向く事が激減してWeb 会議が増えた」など、

労働環境の変化に関する声がありました。 

 

 

27.2%

2.6%

1.9%

1.9%

6.0%

4.5%

18.3%

7.5%

0.4%

3.0%

52.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

一時休業（一時帰休）

労働者の再契約停止・解雇

希望退職者の募集

新規学卒者の採用に抑制・停止

中途採用の削減・停止

派遣労働者の削減

残業規制

休日の振替、夏季休暇等の休日・休暇の増加

出向

配置転換

実施していない、実施予定がない

有効回答数：

N=268

申請済み

38.6%

申請予定

1.9%

申請予定なし

50.8%

無回答

8.7%

N=311


